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本資料の構成本資料の構成

第1部 日本のインターネット普及動向

第2部 個人利用動向

第3部 企業利用動向

『インターネット白書2007』について
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「第1部 日本のインタ ネ ト普及動向 調査方法「第1部 日本のインターネット普及動向」調査方法

調査設計・分析主体調査設計・分析主体

株式会社インプレスR&D
インターネットメディア総合研究所

調査対象 一般世帯、3歳以上の個人
抽出方法 全 都市を無作為抽出抽出方法 全国201都市を無作為抽出、

地域別、性別、年代別の割付回収

調査方法 電話調査（RDD:ランダム・デジット・ダイヤリング）調査方法 電話調査（RDD:ランダム デジット ダイヤリング）

調査期間 2007年3月
有効回答数 6,000人、5,874世帯
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昨年までの調査からの変更点 その１

第１部 日本のインターネット普及動向

昨年までの調査からの変更点 その１

調査対象都市を町村部まで拡大調査対象都市を町村部まで拡大

・インターネットが成熟期に入り、普及状況や利用人口の拡大のみを把握する段階ではな
い

・今後は、接続の質やインターネットの利用内容、インターネット技術を使ったアクティ今後は、接続の質やインタ ネットの利用内容、インタ ネット技術を使ったアクティ
ビティ、どこにいても繋がるといったコネクティビティに着目していく必要がある

2006年：人口50万人以上の都市を中心に26都市

2007年：町村部を含めた201都市

調査サンプル数の変更

2006年：41 025世帯 （誤差率 ±0 5％※）2006年：41,025世帯 （誤差率 ±0.5％※）
2007年： 6,000人、5,874世帯 （誤差率 ±1.5％※）

調査コストを調査対象都市の拡大に振り分け

Copyright© 2007 impress R&D ALL right reserved.

→ 調査コストを調査対象都市の拡大に振り分け

※ 信頼度95%（100回中95回はこの範囲に入る）、全国での構成比が50%の場合
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昨年までの調査からの変更点 その2

第１部 日本のインターネット普及動向

昨年までの調査からの変更点 その2

固定電話を保有していない世帯のインターネット利用人口も別途調査を組み合わせて推計固定電話を保有していない世帯のインタ ネット利用人口も別途調査を組み合わせて推計

・単身世帯や世帯主が若年層の世帯を中心に、固定電話を保有していない世帯の増加

・インターネットを含めた全ての通信を携帯電話のみで行うユーザーの増加

・電話調査に加え、PCによるインターネットリサーチ、携帯電話によるインターネット
リサーチを実施リサ チを実施

・インターネット利用者の固定電話保有率を調査し、電話調査の結果を補正
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ブロードバンド世帯普及率は50.9％

第１部 日本のインターネット普及動向

ブ ド ンド世帯普及率は50.9％
日本の世帯の半数を超える

世帯普及率とブロードバンド世帯普及率の上昇傾向は続いており ブロードバンド世帯世帯普及率とブロ ドバンド世帯普及率の上昇傾向は続いており、ブロ ドバンド世帯
普及率は50.9%と初めて全世帯の半数を超えた

90%
インターネット世帯浸透率と普及率、ブロードバンド世帯普及率の推移

62 4%

73.0%
78.1%

82.8% 85.4% 83.3%

64 0%
70%

80%
世帯浸透率

46.5%

62.4%

40.0%
48.4%

52.1%
55.4% 57.3%

64.0%

36 2%
41.4%

50.9%

40%

50%

60% 世帯普及率

ブロードバンド

世帯普及率

14.0%
20.3%

24.6%

12.9%
20.9%

27.5%

40.0%

19.0%
25.1%

36.2%

%

20%

30%

7.1% 7.4%

0%

10%

1998年
N=26,727

1999年
N=35,189

2000年
N=34,260

2001年
N=39,428

2002年
N=43,709

2003年
N=41,530

2004年
N=43,027

2005年
N=40,850

2006年
N=41,025

2007年
N=5,874
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※「インターネット世帯浸透率」は勤務先/学校/外出中から、携帯電話/PHSからも含め、何らかの形でインターネットを利用している人がいる世帯

※「インターネット世帯普及率」は、自宅の機器（主にPC、ゲーム機など別の機器も含まれる）から接続している比率

※2007年より調査手法を変更



日本のインタ ネ ト人口は8 226 6万人

第１部 日本のインターネット普及動向

日本のインターネット人口は8,226.6万人

自宅機器や携帯電話でのインターネット利用者が増加自宅機器や携帯電話でのインタ ネット利用者が増加

10,000

利用場所・利用機器別・インターネット利用者数の推移
（万人）

1399.97007.2
7361.9

8226.6

8,000

,

携帯電話/PHS
のみの利用者

（2000年～）

1115.7
1255.8

1398.0
1115.8

735.6

945.5
943.1

903.8

4619.6

5645.3

6559.4
7007.2

6,000
勤務先・学校・

外出中の機器

からの利用者

1336 7

1766.7
2134.1 2360.3 2537.6

2660.5

565 6

819.9

946.9

652.5

677.4

1937 7

3263.6
4,000 自宅、勤務先・

学校・外出中

の機器両方か

ら 者

122 1
408.8 631.2 821.5 1152.4

1785.6 2196.1 2364.1 2447.9 2522.6
3050.4

99.5
261.3

287.5
746.8

893.1

1336.7

350.2
558.7

589.8
366.4

565.6
3.0

571.8
1228.8

1508.5
1937.7

0

2,000 らの利用者
自宅機器から

の利用者
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02月

1998年
08月

1999年
02月

2000年
02月

2001年
02月

2002年
02月

2003年
02月

2004年
02月

2005年
02月

2006年
02月

2007年
03月

※2007年より調査手法、
推計手法を変更



家庭のブロ ドバンド利用者は4627 0万人

第１部 日本のインターネット普及動向

家庭のブロードバンド利用者は4627.0万人

インターネット利用世帯の79 5%がブロードバンドを利用インタ ネット利用世帯の79.5%がブロ ドバンドを利用

光（FTTH）が牽引して上昇傾向は今後も続く

（万人）

自宅でのインターネット利用者の接続回線 家庭のブロードバンド利用者数

1,083.9

6,000

ナローバ

ンド人口

（万人）

ダイヤル

2,250.8

1,582.5

1,303.7

4,000

ンド人口

ブロ ド

光

（ＦＴＴＨ）

28.2%その他のブ

ダイヤル

アップ

4.8%

不明

15.7%

3,756.8

4,627.0

2,538.6

2,365.8

2,250.8

2,000

ブロード

バンド人

口

28.2%

CATV
10.6%

ロードバンド

0.1%

583.8

1,596.2
2,246.7

3,224.4

ADSL
40.6%
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583.8
0

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年
※2007年より調査手法、推計手法を変更

※2007年のナローバンドには「不明」を含む



IP化完了世帯は全世帯の0 8％ 世帯IP化指標は28 2

第１部 日本のインターネット普及動向

IP化完了世帯は全世帯の0.8％、世帯IP化指標は28.2

世帯IP化指標100に向けて、インフラ面は光（FTTH)が牽引世帯IP化指標100に向けて、インフラ面は光（FTTH)が牽引
世帯のIP化状況とその構成

日本の全世帯が、
・ウェブやメール

デ タ通信
IP化完了世帯

（データ通信）
・通話
・映像や音声視聴
の3要素すべてをIP（イン

17.2％0.8％

ウェブやメール、通話、映像
や音声視聴の3要素をIPで
利用可能な世帯

0.8％
の3要素すべてをIP（イン
ターネットプロトコル）に
よって利用できる状態を、
世帯IP化指標100と定義

映像や
音声視聴 通話

基本+メディアサービスＩＰ化世帯

ウェブやメールに加えて、通話あ
るいは映像や音声視聴のどちら
かをIPによって利用できる世帯

2007年の世帯IP化指標

ウェブやメール（データ通信）

45.2％
基本ＩＰ化世帯

ウェブやメール（データ通信）のみ
を利用している世帯

2007年の世帯IP化指標
28.236.0%

インターネット利用なし

インターネット非利用世帯

インターネットを使用していない世
帯
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※世帯IP化指標：「IP化完了世帯」を100、「基本＋メディアサービスIP化世帯」を66.7、「基本IP化世帯」を33.3、インターネット非利用世帯を0として加重平均した
※「インターネット利用なし」にはIPTVやIP電話を利用していても、ウェブとメール（インターネット）を利用していないと回答した世帯を含む



「第2部 個人利用動向」調査方法第2部 個人利用動向」調査方法

調査設計・分析主体調査設計 分析主体

株式会社インプレスR&D
インターネットメディア総合研究所

ブ ブ調査方法 インタラクティブウェブ調査（ネットリサーチ）

調査対象 自宅からインターネットを行っている13歳以上の個人
対象地域 全国対象 域 国

サンプリング NTTレゾナント株式会社gooリサーチの保有するアンケート
パネルからの条件抽出によるメール配信、アンケーサイトへの
誘導誘導

有効サンプル数 有効回答数5,728サンプルから世帯普及率調査で把握した、性
別、年齢階層別、自宅PCからの１週間あたりのインターネッ
ト利用時間別の構成比に可能な限り整合するように2 000サント利用時間別の構成比に可能な限り整合するように2,000サン
プルを抽出

調査期間 2007年4月18日(水)～27日(金)
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動画投稿サイトの利用率は18.7％、

第2部 個人利用動向

動画投稿サイトの利用率は18.7％、
1位は「YouTube」、2位は「ニコニコ動画」

動画投稿サイトの利用率は18 7%も、そのうち92 0%が「閲覧のみ」で「投稿」経験は動画投稿サイトの利用率は18.7%も、そのうち92.0%が「閲覧のみ」で「投稿」経験は
8.0％にとどまる

動画投稿サイトの認知と理由 動画投稿サイトの利用状況 閲覧している動画投稿サイト
N=2 000 N=374 N=3710% 50% 100%

すでに利用

0.8%
7.2%

投稿のみ

閲覧も投稿も

したことがある

N=2,000 N=374 N=371

93.3%
29.1%

0% 50% 100%

You Tube

ニコニコ動画

す 用

している
18.7%

どういうもの

知らない
27.3%

92.0%

投稿のみ

したことがある
12.1%

8.1%

7.0%

4 0%

Ameba Vision

SMILEVIDEO

フォト蔵

Askビデオ

まだ使ってな

が利用を

か知ってい

るが利用し

ていない
35.3%

過去利用し

ていたが、今

は利用して

いない
2 %

閲覧のみ

したことがある

4.0%

3.0%

2.7%

2.7%

Ask ビデオ

にゅーあきば.こむ

casTY

ワッチミー！TV
いが利用を

検討している
4.5%

聞いたことは

あるがどうい

うものか知ら

ない

2.7%
1.3%

1.3%

1.1%

Any TV

フリップクリップ

VOX
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な
11.7% 0.8%

0.5%

14.8%

クリップライフ

PeeVee

その他



ブログの書き込みは24.4％、ウィキペディアは「閲覧の

第2部 個人利用動向

ブ グの書き込みは24.4％、ウィキ ディアは 閲覧の
み」が34.9％

利用者全体の70 0%が何らかのコミュニティサービスを利用利用者全体の70.0%が何らかのコミュニティサ ビスを利用

0% 20% 40% 60%

各種 ジ

コミュニティサービスの利用状況 N=2,000

14.4%

6.3%

4.7%

3.3%

6.3%

12.7%

各種メッセンジャー

上記以外のチャット

ユーザー参加型の商品・サービスの

レビューサイト、評価サイト

24.4%

17.3%

26.9%

4.7%

レビ サイト、評価サイト

ブログ

SNS

ミ テ 3.8%

2.4%

14.7%

9.7%

34.9%

20.7%

Q&Aコミュニティ

ウィキペディア

掲示板

発言・書き込みを

している

0.8%

3.4%

8.8%

4.2%

掲示板のまとめサイト

メーリングリスト

その他

閲覧のみしてい

る
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1.6% 6.7%

30.0%

その他

利用していない

利用していない



3D仮想空間サービスは、「セカンドライフ」の認知度が

第2部 個人利用動向

3D仮想空間サ ビスは、 セカンドライフ」の認知度が
29.1％、利用率が0.8％

セカンドライフの認知度は29 1%と高く、日本版サービス開始以降の動きが注目されるセカンドライフの認知度は29.1%と高く、日本版サ ビス開始以降の動きが注目される

３D仮想空間サービスの認知と利用 N=2,000

アカウントは

【セカンドライフ】 【スプリューム】

利用している

0.8%

アカウントは

持っている

が、ほとんど
利用している

アカウントは

持っている

が、ほとんど

利用してい

ない

どんなサー

ビスかは

知っている、

利用してい

ない

1.3%

どんなサー

利用している

0.5%

ない

0.6% が利用したこ

とはない

7.7%

なサ

ビスかは

知っている

が利用したこ

とはない

わからない

31.2% わからない

35.0%

27.0%

サービス名

を知らない

サービス名

を知らない

56.4%
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39.8%



「第3部 企業利用動向」調査方法第3部 企業利用動向」調査方法

①ネットワーク、情報インフラに関する調査①ネットワ ク、情報インフラに関する調査

②ウェブサイトに関する調査

調査設計・分析主体 株式会社インプレスR&D インターネットメディア総合研究所

調査方法 インタラクティブウェブ調査（ネットリサ チ）調査方法 インタラクティブウェブ調査（ネットリサーチ）

調査対象 ①企業におけるネットワークやそれに付随する
ソフトウェア、サービスの導入、管理、運用担当者

②企業におけるウェブサイトの企画・運用・管理 および②企業におけるウェブサイトの企画・運用・管理、および
オンラインマーケティング担当者

対象地域 全国

サンプリング NTTレゾナント株式会社のgooリサーチの保有するアンケートパネルサンプリング NTTレゾナント株式会社のgooリサ チの保有するアンケ トパネル
からの条件抽出によるメール配信、誘導

最終有効回答数①有効回答数3,020サンプルからインターネットを利用している企業の
業種別・雇用者規模別構成比（推計値）に可能な限り整合するよう
に1,500サンプルを抽出
②有効回答数2,154サンプルからウェブサイトを開設している企業
の業種別・雇用者規模別構成比（推計値）に可能な限り整合するよ
うに1 000サンプルを抽出

Copyright© 2007 impress R&D ALL right reserved.

うに1,000サンプルを抽出
調査期間 ①2007年4月18日(水)～27日(金) ②2007年4月18日(水)～5月2日(水)
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企業におけるweb2.0の重要性を認識しているものの、

第3部 企業利用動向

企業におけるweb2.0の重要性を認識しているものの、
半数以上が具体的な利用計画には至らず

管理職の59%が「会社の収益を増やす機会である」とweb2 0の重要性を認識しているもの管理職の59%が「会社の収益を増やす機会である」とweb2.0の重要性を認識しているもの
の、web2.0への取り組みはすべての項目で半数以上が具体的な利用計画に至っていない

情報共有やコラボレーションのための
ウェブサイト利用に対する意識 N=805 web2.0の取りくみ状況 N=805

0% 25% 50% 75% 100%

会社の収
11 9% 19 3% 57 5% 11 3%

0% 25% 50% 75% 100%

社内ブログ・wiki

ウェブサイト利用に対する意識 N=805 web2.0の取りくみ状況 N 805

3.5%

42.4%

58 8%

37.6%

27 1%

16.5%

6 9%

経営層

管理職

益にとって

脅威であ

る
会社の収

益を増や

11.9%

10.4%

19.3%

20.7%

57.5%

55.8%

11.3%

13.0%

社内ブログ wiki

メンバー全員が参加可能な

オンラインコミュニティ

利用している

利用を計画

7.2%

58.8%

53.6%

27.1%

26.8%

6.9%

13.0%

管理職

一般職員

す機会で

ある
会社の収

益には影

響ない
4.3%

16.9% 63.1% 15.7%
外部の人的リソースの

イノベーションへの活用

利用を計画

中

利用予定は

ない

6.5%

53.6%

54.4%

26.8%

28.1%

13.0%

11.1%

般職員

全体

響

わからな

い 4.7%

9 8%

20.2%

20 1%

57.8%

54 5%

17.3%

15 5%

マッシュアップ

RSS

ない

わからない
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6.5%

9.8% 20.1% 54.5% 15.5%RSS



W bAPIの公開は5 8％ 利用は6 8％

第3部 企業利用動向

WebAPIの公開は5.8％、利用は6.8％

企業のウェブ担当者におけるWebAPIの認知率はすでに67 2％に上る企業のウェブ担当者におけるWebAPIの認知率はすでに67.2％に上る

WebAPIの公開状況 N=1,000 N=1,000WebAPIの利用状況 N 1,000

公開

している

5.8%

利用

している

6.8%

WebAPIを
知らない

WebAPIを知
らない

公開してい

ない

32.8%

利用してい

ない

らない

32.8%

ない

51.3%

公開している

かどうかわ

からない

48.6%
わからない

11.8%
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からない

10.1%



G l A の認知度は32 7％ 導入は0 9％

第3部 企業利用動向

Google Appsの認知度は32.7％、導入は0.9％

メールやスケジュール管理 ワープロ 表計算などのアプリケーションをウェブで提供メ ルやスケジュ ル管理、ワ プロ、表計算などのアプリケ ションをウェブで提供
するグーグルのエンタープライズ向けソリューション「Google Apps」は、認知度が
37.2％、「導入済み」が0.9％

GoogleAppsの認知と利用状況 N=1 500GoogleAppsの認知と利用状況 N=1,500

導入済み 導入を導入済み

0.9%
導入を

検討中

3.3%

サ ビスはサービスは

知っている

が、導入して

ない

28.5%

わからない

31.8%

28.5%

どんなサー

ビスである

か知らない
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か知らない

35.6%



企業のセキュリティ被害経験は31.4％、

第3部 企業利用動向

企業のセキ リティ被害経験は31.4％、
取り組んでいる対策の効果は自信がないが28.1％

セキュリティ対策の効果は「まったく自信がない」「あまり自信がない」をあわせるとセキュリティ対策の効果は「まったく自信がない」「あまり自信がない」をあわせると
28.1％で、「非常に自信がある」「やや自信がある」の25.5%を上回る

0% 20% 40% 60%
セキュリティ被害の内容 N=1,500 セキュリティ対策の効果に対する意識 N=1,500

16.9%

11.6%

4.1%

内部の人間によるウィルス感染

不正アクセスによるウィルスやワームによる被害

不正アクセスによるサーバーダウン、機能停止

非常に自信

がある
全く自信が

ない

2.7%

2.7%

2.3%

2 1%

内部の人間による情報漏洩、盗み見

不正アクセスによる踏み台のための侵入

不正アクセスによる情報の情報漏洩があった

不正アクセスによるデータの改ざん 破壊があった

3.2%

やや自信が

6.9%

2.1%

1.7%

1.6%

1.1%

不正アクセスによるデ タの改ざん、破壊があった

不正アクセスによる情報の盗み見があった

不正アクセスによるそれ以外の被害

掲示板、コミュニティにおけるネット告発

やや自信が

ある

20.2%

あまり自信

がない

21.2%

0.7%

0.5%

0.4%

1 2%

知的財産権（商標、ロゴ、著作物等）の侵害

内部の人間による不正アクセス以外のデータの改ざん

盗聴（ネットワーク伝送中の情報漏洩、盗み見）

その他

どちらともい

えない

48.5%

Copyright© 2007 impress R&D ALL right reserved. 17

1.2%

51.7%

16.9%

その他

実際の被害に遭ったことはない

わからない



情報通信 ストやセキ リテ 関連投資額は上昇傾向

第3部 企業利用動向

情報通信コストやセキュリティ関連投資額は上昇傾向

企業規模が大きいほど増加を見込んでいる企業の比率は高い企業規模が大きいほど増加を見込んでいる企業の比率は高い

次年度の情報セキュリティ関連投資額の見込み
N=1 500 N=1 500

次年度の通信コストの見込み
N=1,500 N=1,500

18.4% 51.7% 4.1% 25.7%

0% 25% 50% 75% 100%

全体
N=1,500

1 9人
増加の

14.7% 59.1% 9.9% 16.3%

0% 25% 50% 75% 100%

全体
N=1,500

1 9人
増加の

9.1%

15.5%

15.0%

61.8%

60.2%

53.7%

7.3%

3.4%

4.8%

21.8%

20.8%

26.5%

1‐9人
N=165

10‐49人
N=322

50‐99人
N 147

予定

今年度

並み

10.3%

13.7%

12.2%

69.1%

63.4%

61.9%

9.1%

11.5%

7.5%

11.5%

11.5%

18.4%

1‐9人
N=165

10‐49人
N=322

50‐99人
N 147

予定

今年度

並み
15.0%

18.7%

20.3%

53.7%

55.6%

45.8%

4.8%

4.0%

4.2%

26.5%

21.8%

29.7%

N=147

100‐299人
N=225

300‐999人
N=212

減少の

予定

12.2%

11.6%

18.9%

61.9%

65.8%

53.8%

7.5%

9.3%

9.9%

18.4%

13.3%

17.5%

N=147

100‐299人
N=225

300‐999人
N=212

減少の

予定

24.3%

24.2%

41.0%

42.5%

4.5%

1.9%

30.2%

31.4%

1,000‐4,999人
N=222

5,000人以上
N=207

わから

ない 18.9%

16.4%

50.9%

49.3%

10.8%

9.2%

19.4%

25.1%

1,000‐4,999人
N=222

5,000人以上
N=207

わから

ない
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『インタ ネ ト白書2007』について『インターネット白書2007』について
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『インタ ネ ト利用動向調査報告書』について『インターネット利用動向調査報告書』について

『インターネット白書2007』より詳細なデータを知りたい方へ

・インターネット利用動向調査報告書2007＜個人編＞

・インターネット利用動向調査報告書2007＜企業編＞・インターネット利用動向調査報告書2007＜企業編＞

・インターネット利用動向調査報告書2007＜ウェブ担当者編＞

＜特徴＞

集計サンプル数を大幅に拡大し調査精度を向上集計サンプル数を大幅に拡大し調査精度を向上

白書に掲載しきれなかった設問も掲載

複数軸による詳細な集計結果を掲載

Copyright© 2007 impress R&D ALL right reserved. 20


